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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

  しておりません。

２ 売上高等の金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権等潜在株式がないため、記載し

ておりません。

回次
第42期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第43期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第42期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

売上高（百万円） 25,088 19,902 100,259

経常利益または経常損失（△）

（百万円）
1,537 △154 3,497

四半期（当期）純利益または

四半期（当期）純損失（△）

（百万円）

606 △261 324

純資産額（百万円） 30,307 29,166 29,536

総資産額（百万円） 105,409 100,413 106,577

１株当たり純資産額（円） 832.26 801.08 811.24

１株当たり四半期（当期）純利益

金額または１株当たり四半期

（当期）純損失金額（△）（円）

16.65 △7.18 8.90

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ―

自己資本比率（％） 28.8 29.0 27.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,909 360 28

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△279 △458 △1,597

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△492 △167 2,937

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
2,998 2,962 3,228

従業員数（人） 1,221 1,301 1,266

2



２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

（注） 従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

（注） 従業員数は就業人員であります。

平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,301

平成21年６月30日現在

従業員数（人） 828
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

ａ 製作加工及び修理実績

当第１四半期連結会計期間の製作加工及び修理実績を販売価格により示せば次のとおりであります。

なお、「生産、受注及び販売の状況」に記載の金額には消費税等は含まれておりません。

ｂ 工事施工実績

当第１四半期連結会計期間の工事施工実績を販売価格により示せば次のとおりであります。

(2）受注状況

受注生産を行っているスチールセグメント、Ｈ形支保工、その他鋼製加工製品について当第１四半期連結会計期

間の受注状況は以下のとおりであります。

(3）取引形態別売上実績

当第１四半期連結会計期間の取引形態別売上実績を販売価格により示せば次のとおりであります。なお、当第１

四半期連結会計期間において総売上高に対する売上実績の割合が100分の10以上の売上先はありません。

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

区分 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

製作・加工

建設仮設材 256 2.3

製品 1,889 △1.4

小計 2,145 △1.0

修理 建設仮設材 458 △7.9

合計 2,604 △2.2

区分 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

杭打抜工事、山留架設工事等 2,560 △24.1

区分
受注高

（百万円）
前年同四半期比（％）

受注残高
（百万円）

前年同四半期比（％）

 スチールセグメント 等 2,463 △10.8 3,822 △7.0

区分 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

販売 11,018 △23.7

賃貸 4,338 △15.2

工事 2,560 △24.1

修理等 1,985 △7.8

合計 19,902 △20.7
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３【経営上の重要な契約等】

    当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

   文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業集団が判断したものであります。

（１）業績の状況

①業績

当第１四半期における建設業界は、昨年度後半より続く景気後退の影響を受け、民間設備投資等の延期や中止が相

次ぐなど、引き続き厳しい状況で推移いたしました。

このような経営環境のもとで当企業集団は、グループ企業間の連携や与信管理を強化し、収益力の改善に努めてま

いりましたが、建設需要の縮小により販売量が減少し、当第１四半期における連結売上高は19,902百万円と前年同四

半期比20.7％の減収となりました。

また、損益面におきましても、在庫品販売量の減少と建設機械レンタル市況価格の低下に加え、鋼材市況価格の下

落により棚卸資産の簿価の切り下げを余儀なくされたことが重なり、経常損失が154百万円（前年同四半期は経常利

益1,537百万円）、四半期純損失は261百万円（前年同四半期は四半期純利益606百万円）となりました。

②財政状態の分析

 （資産の部）

   当第１四半期連結会計期間末における資産の部は、前連結会計年度末と比較して6,164百万円（5.8％）減少

し、100,413百万円となりました。

  これは主に、受取手形及び売掛金が4,394百万円減少したことによるものであります。

 （負債の部）

   当第１四半期連結会計期間末における負債の部は、前連結会計年度末と比較して5,794百万円（7.5％）減少

し、71,247百万円となりました。

  これは主に、支払手形及び買掛金が5,254百万円減少したことによるものであります。

 （純資産の部）

   当第１四半期連結会計期間末における純資産の部は、前連結会計年度末と比較して370百万円（1.3％）減少

し、29,166百万円となりました。

  これは主に、その他有価証券評価差額金が146百万円増加した一方で、前期末配当金255百万円（1株あたり7

円）の支払いを実施したこと、四半期純損失が261百万円となったことによるものであります。

③経営成績の分析

   当第１四半期連結会計期間における売上高は、前連結会計期間と比較して5,186百万円（20.7％）減少し、

19,902百万円となりました。取引形態別売上実績については、第２「事業の状況」１「生産、受注及び販売の状

況」(3)取引形態別売上実績に記載のとおりであります。損益面については、在庫品販売量の減少と建設機械レ

ンタル市況価格の低下に加え、鋼材市況価格の下落に伴い棚卸資産の簿価切下げ額を251百万円計上したこと等

により、経常損失は154百万円（前年同四半期は経常利益1,537百万円）、四半期純損失は261百万円（前年同四

半期は四半期純利益606百万円）となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

   当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末と比べ265

百万円（8.2％）減少し、2,962百万円となりました。

   なお、各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

   当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、360百万円（前年同四半期は1,909

百万円）となりました。

  これは、減価償却前の税金等調整前四半期純利益999百万円とたな卸資産の減少額1,109百万円が主な資金財源

となった一方で、法人税等の支払額が948百万円であったこと、売上債権の減少と仕入債務の減少とを合わせて

823百万円の資金減少となったことによるものであります。
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 （投資活動によるキャッシュ・フロー)

   当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは△458百万円（前年同四半期は△279

百万円）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出が335百万円となったことによるものであります。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

   当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは△167百万円（前年同四半期は△492

百万円）となりました。

これは主に、短期借入金が1,200百万円増加した一方で、ファイナンス・リース債務の返済による支出が1,112

百万円、前期末配当金の支払額が255百万円となったことによるものであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

   当第１四半期連結会計期間において、当企業集団が対処すべき課題について、重要な変更または新たに生じた

  課題はありません。

（４）研究開発活動

   当社では、近年対策が急がれている環境問題に対応した事項、仮設工事の周辺事業分野でのニーズに対応する

事項について、前連結会計年度末まで、技術開発部を中心に研究開発活動を行ってまいりましたが、平成21年４

月１日付で組織変更を行い、加工技術部・技術企画部を新設しております。

  加工技術部は、ペデストリアンデッキや駅舎のバリアフリー化などに対応した鋼構造加工事業における技術力

強化、ならびに営業部門・工場部門に対する構造技術面からの支援を注力業務としております。

技術企画部は、全社の技術力強化施策の企画・立案・推進を注力業務とし、品質保証、品質管理の強化を図る

とともに、当社における技術開発全般を統括しております。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

（２）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

7



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 97,500,000

計 97,500,000

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,436,125 36,436,125
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 36,436,125 36,436,125 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
― 36,436 ― 4,398 ― 4,596
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

（注）１ 「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名

義の株式が、それぞれ1,500株（議決権15個）及び９株含まれております。

②【自己株式等】

（注）１ 上記「自己株式等」は、全て当社保有の自己株式であります。

２ 平成21年６月30日現在の当社保有の自己株式数は28,287株であります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

27,800 ―
―

完全議決権株式（その他）
普通株式

36,333,000 363,330
―

単元未満株式
普通株式

75,325 ―

１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 36,436,125 ― ―

総株主の議決権 ― 363,330 ―

平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ジェコス株式会社
東京都中央区日本

橋小網町６番７号
27,800 － 27,800 0.08

計 － 27,800 － 27,800 0.08

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 499 455 455

最低（円） 425 418 415
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,966 3,235

受取手形及び売掛金 25,413 29,807

建設仮設材 29,536 29,834

商品 4,354 4,859

製品 332 421

仕掛品 413 344

原材料及び貯蔵品 900 1,173

その他 ※3  2,805 ※3  2,670

貸倒引当金 △647 △797

流動資産合計 66,072 71,546

固定資産

有形固定資産

賃貸用建設機械(純額） 765 836

建物及び構築物（純額） 3,934 3,984

土地 13,663 13,669

リース資産（純額） 10,560 11,414

その他（純額） 1,633 1,542

有形固定資産合計 ※1  30,556 ※1  31,445

無形固定資産

無形固定資産合計 345 231

投資その他の資産

投資有価証券 1,790 1,514

その他 3,041 3,197

貸倒引当金 △1,390 △1,356

投資その他の資産合計 3,441 3,355

固定資産合計 34,342 35,032

資産合計 100,413 106,577
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 24,954 30,208

短期借入金 25,050 23,850

リース債務 3,502 3,438

未払法人税等 256 970

賞与引当金 1,287 912

引当金 108 211

その他 3,429 3,778

流動負債合計 58,585 63,366

固定負債

長期借入金 600 600

リース債務 9,222 10,242

再評価に係る繰延税金負債 2,208 2,210

引当金 528 496

その他 104 127

固定負債合計 12,662 13,675

負債合計 71,247 77,042

純資産の部

株主資本

資本金 4,398 4,398

資本剰余金 4,596 4,596

利益剰余金 21,944 22,456

自己株式 △14 △14

株主資本合計 30,923 31,436

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 111 △35

土地再評価差額金 △1,869 △1,865

評価・換算差額等合計 △1,758 △1,900

純資産合計 29,166 29,536

負債純資産合計 100,413 106,577
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

売上高 25,088 19,902

売上原価 20,256 16,570

売上総利益 4,832 3,332

販売費及び一般管理費 ※1  3,178 ※1  3,302

営業利益 1,654 30

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 0 2

持分法による投資利益 22 33

工場移設関係収益 42 －

その他 24 26

営業外収益合計 91 62

営業外費用

支払利息 178 175

手形売却損 23 15

その他 6 56

営業外費用合計 208 246

経常利益又は経常損失（△） 1,537 △154

特別利益

受取和解金 － 73

特別利益合計 － 73

特別損失

減損損失 － ※2  6

リース会計基準の適用に伴う影響額 299 －

特別損失合計 299 6

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,238 △88

法人税、住民税及び事業税 733 234

法人税等調整額 △101 △61

法人税等合計 632 173

四半期純利益又は四半期純損失（△） 606 △261
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

1,238 △88

減価償却費 1,123 1,087

減損損失 － 6

リース会計基準の適用に伴う影響額 299 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △368 △116

賞与引当金の増減額（△は減少） 374 374

退職給付引当金の増減額（△は減少） △91 15

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7 17

受取利息及び受取配当金 △2 △3

支払利息 178 175

持分法による投資損益（△は益） △22 △33

売上債権の増減額（△は増加） 1,346 4,468

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,118 1,109

仕入債務の増減額（△は減少） △465 △5,290

その他 596 △290

小計 3,080 1,431

利息及び配当金の受取額 26 19

利息の支払額 △151 △142

法人税等の支払額 △1,046 △948

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,909 360

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △303 △335

有形固定資産の売却による収入 29 26

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 5 －

その他 △8 △147

投資活動によるキャッシュ・フロー △279 △458

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 600 1,200

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △836 △1,112

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △256 △255

財務活動によるキャッシュ・フロー △492 △167

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,138 △265

現金及び現金同等物の期首残高 1,860 3,228

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,998 2,962
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 「工事契約に関する会計基準」の適用

  当第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会

計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用して

おります。

なお、上記会計基準等の適用に伴う影響はありません。

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日）

１.一般債権の貸倒見積高の算定方法 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められる場合には、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等の合理的な基

準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

２.棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末においては、実地棚卸を省略しているため、

前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定し

ております。
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